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経 営 の 状 況 

 

１ 事業の概要 

大阪府流域下水道事業は、汚水排除による公衆衛生の向上、市街地における浸水被害の解

消や河川・海域等の公共用水域の水質保全等、複数の市町村に跨り広域的に実施している都

市基盤事業である。 

 

（１） 流域の概要 

流域下水道は、猪名川、安威川、淀川右岸、淀川左岸、寝屋川（北部・南部）、大和川下

流（西部・東部・南部）、南大阪湾岸（北部・中部・南部）の７流域 12処理区の整備及び

維持管理を実施し、関連する市町村の公共下水道で集められた下水を処理している。 

流域下水道の全体計画区域内人口 5,011,424人に対し、令和元年度末における整備済区

域内人口は 4,738,468人である。 

  【流域下水道事業の計画と実績及び各流域関連市町村】 

区分 

 

流域名 

全体計画 整備  

区域面

積 
区域内人口 人口 関連市町村 

（ha） （人） （人）  

猪名川 5,518 425,522 425,500 豊中市、池田市、箕面市、豊能町 

安威川 8,753 580,076 578,310 
茨木市、吹田市、高槻市、摂津市、箕面市、

豊中市 

淀川右岸 5,023 418,686 416,689 茨木市、高槻市、島本町 

淀川左岸 5,893 413,032 399,310 枚方市、交野市 

寝
屋
川 

北部 6,875 672,048 665,147 
大阪市、守口市、門真市、寝屋川市、枚方

市、東大阪市、大東市、四條畷市、交野市 

南部 8,874 771,707 753,173 
大阪市、東大阪市、大東市、八尾市、柏原

市、藤井寺市 

計 15,749 1,443,755 1,418,320  

大
和
川
下
流 

西部 6,251 415,438 400,731 
大阪市、堺市、八尾市、富田林市、松原市、

羽曳野市、藤井寺市、大阪狭山市 

東部 6,816 225,209 199,872 
堺市、富田林市、柏原市、羽曳野市、藤井寺

市、八尾市、河南町、太子町、千早赤阪村 

南部 5,139 208,273 202,415 富田林市、河内長野市、大阪狭山市 

計 18,206 848,920 803,018  

南
大
阪
湾
岸 

北部 12,625 520,305 485,930 
堺市、泉大津市、和泉市、高石市、岸和田

市、貝塚市、忠岡町 

中部 6,744 233,257 136,834 
岸和田市、貝塚市、泉佐野市、泉南市、熊取

町、田尻町 

南部 4,292 127,871 74,557 泉佐野市、泉南市、阪南市、岬町 

計 23,661 881,433 697,321  

合計 82,803 5,011,424 4,738,468  

注）猪名川と淀川左岸は大阪府分のみ 



 

 

5 
 

（２） 施設及び業務の概況 

流域下水道事業は、 大阪府の複数の市町村に跨り広域的に業務を実施しており、処理

場（水みらいセンター）14ヵ所及び 32ヵ所のポンプ場を有している。施設処理能力及び

直近実績（猪名川流域は大阪府分のみ。ただし年間総汚泥処分量及び汚泥処理能力につい

ては猪名川流域を除く）は以下のとおりである。 

【施設及び業務の状況】 

   項目  単位 令和元年度 平成 30年度 

処
理
場 

計画処理能力 ㎥/日 2,717,420 2,701,889  

現在処理能力 
晴天時㎥/日 2,333,414 2,288,988  

雨天時㎥/分 14,326 14,326  

現在最大処理水量 
晴天時㎥/日 1,945,418 2,050,418  

雨天時㎥/分 14,326 14,326  

現在晴天時平均処理水量 ㎥/日 1,581,519 1,582,192  

年間総処理水量 ㎥ 678,141,424 689,867,653  

内訳 
汚水処理水量㎥/年 657,495,645 661,250,451  

雨水処理水量㎥/年 20,645,779 28,617,202  

年間総汚泥処分量 ㎥ 19,079,682 18,919,612  

汚泥処理能力 

(H30年度末・H29年度末） 

汚泥量㎥/日 47,980 48,013  

含水率％ 99 99  

ポ
ン
プ
場 

ポンプ場数 

（R1年度末・H30年度末） 箇所 

 

32 32  

ポンプ場排水能力(H29年度末) 

晴天時㎥/分 3,797 3,797  

晴天時㎥/日 5,466,960 5,466,960  

雨天時㎥/分 41,572 41,572  

 

（３） 建設改良について 

令和元年度における実施事業としては、下水道の機能を維持させるため、下水道施設の

改築を計画的に実施するとともに、内水浸水リスクの高い寝屋川流域において、雨水対策

のための下水道増補幹線の整備を行っている。 

改築事業では、中部水みらいセンターの水処理電気設備更新工事など、水みらいセン

ター12 箇所、ポンプ場 23 箇所で改築事業を実施している。下水道増補幹線の整備では、

門真守口増補幹線など４幹線で整備を進めている。 

また、施設の老朽化度合いを示す有形固定資産減価償却率は 50.9％（平成 30年度全国

平均は 48.8％）と比較的高く、施設の老朽化が進んでいるといえるため、稼働機器や流入

水質の確認により、運転管理の安全性や信頼性の向上、点検の重点化を図っている。 
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２ 決 算 概 要 

（１）  経営成績 

 

 地方公営企業法の損益計算書に基づく収益及び費用の内容は、次のとおりである。 

 

注：数値は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがある。 

数値が０となっている項目は、50万円未満の数値があることを示している。 

  

増減 比率
金額(A) 構成比 金額(B) 構成比 (A-B) (A/B×100)

百万円 % 百万円 % 百万円 % 

61,412     100.0 60,979    100.0 432          100.7

21,837     35.6 20,435    33.5 1,402        106.9

負 担 金 20,216       32.9 19,040      31.2 1,176          106.2
受 託 事 業 収 益 1,622        2.6 1,395       2.3 226            116.2

39,574     64.4 40,544    66.5 △ 970       97.6
受 取 利 息 及 び 配 当 金 2            0.0 -           0.0 2              0.0
国 庫 補 助 金 23           0.0 37          0.1 △ 13          63.5
他 会 計 補 助 金 8,874        14.5 9,353       15.3 △ 479         94.9
負 担 金 3            0.0 7           0.0 △ 4           45.8
長 期 前 受 金 戻 入 29,979       48.8 30,488      50.0 △ 509         98.3
施 設 使 用 料 収 益 128          0.2 56          0.1 72             227.4
売 電 事 業 収 益 546          0.9 561         0.9 △ 15          97.4
雑 収 益 19           0.0 44          0.1 △ 25          42.9

62,805     100.0 67,074    100.0 △ 4,270     93.6

61,077     97.2 61,668    91.9 △ 591       99.0

管 渠 ・ ポ ン プ 場 ・ 処 理 場 費 22,693       36.1 22,833      34.0 △ 140       99.4
総 係 費 943          1.5 845         1.3 98           111.6
減 価 償 却 費 37,076       59.0 37,683      56.2 △ 608       98.4
資 産 減 耗 費 346          0.6 267         0.4 80           129.9
災 害 復 旧 費 18           0.0 40          0.1 △ 21        46.1

1,728      2.8 2,176     3.2 △ 448       79.4

支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 1,580        2.5 1,933       2.9 △ 353       81.7
売 電 事 業 費 用 4            0.0 4           0.0 △ 0         91.5
雑 支 出 144          0.2 238         0.4 △ 94        60.5

-          0.0 3,230     4.8 △ 3,230     0.0
固 定 資 産 売 却 損 -            0.0 358         0.5 △ 358       0.0
そ の 他 特 別 損 失 -            0.0 2,873       4.3 △ 2,873     0.0

1,393      - 6,095     - △ 4,702     22.9 

特 別 損 失

営 業 外 費 用

当 年 度 純 損 失

科　　　　　　　目

営 業 費 用

令和元年度 平成30年度

流 域 下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

流 域 下 水 道 事 業 費 用

営 業 外 収 益
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ア 営業収益について 

営業収益のうち主なものは、関係市町村などからの負担金 202億 1,600万円（維持管理

負担金 174 億 1,400 万円、汚泥処理負担金 28 億 200 万円）、流泥維持管理受託金 14 億

6,600万円、流域維持管理受託金１億 5,300万円等である。 

 

注：数値は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがある。 

 

イ 営業外収益について 

（ア）他会計補助金 88億 7,400万円は、一般会計からの補助金である。 

（イ）長期前受金戻入 299億 7,900万円は、減価償却費及び有形固定資産の一部除却見合

いの長期前受金収益化の額である。 

（ウ）売電事業収益５億 4,600万円は太陽光発電の売電収入である。 

 

ウ 営業費用について 

（ア）管渠・ポンプ場・処理場費及び総係費の費目別内訳は次のとおりである。 

 

注：数値は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがある。 

（イ）資産減耗費は、有形固定資産の一部除却に伴う帳簿価額の減少である。 

（ウ）災害復旧費は災害復旧にかかる修繕費である。  
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エ 営業外費用について 

（ア）支払利息及び企業債取扱諸費 15億 8,000万円の内訳は、企業債利息 15億 4,400万

円及び企業債取扱諸費 3,600万円である。 

（イ）雑支出は、主に、控除対象外消費税にかかる雑支出１億 4,400万円である。 

 

次に、経営分析のための主な財務分析比率は、次のとおりである。 

 

注： 

・総収支比率は、当該年度において、総収益で総費用がどの程度賄えているかを、営業収支比率は、営業収

益で維持管理費等の費用をどの程度賄えているかを表す指標である。この比率が高いほど利益率が高いこ

とを表し、数値が 100％未満の場合、単年度の収支が赤字であることを示している。 

・職員給与費対営業収益率は、職員給与費が営業収益に占める割合を示す指標である。 
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（２）財政状態 

地方公営企業法の貸借対照表に基づく資産、負債及び資本の状況は、次の通りである。 

 

貸 借 対 照 表 

 

 

注：数値は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがある。 

数値が０となっている項目は、50万円未満の数値があることを示している。 

 

 

  

増減 比率
金額(A) 構成比 金額(B) 構成比 (A-B) (A/B×100)

百万円 % 百万円 % 百万円 % 

1,062,773       98.5 1,081,517      98.6 △ 18,744   98.3

1,037,703         96.2 1,059,148        96.6 △ 21,445    98.0

96                0.0 22               0.0 74           427.9
24,974            2.3 22,347           2.0 2,628        111.8

16,418          1.5 15,277         1.4 1,141       107.5

12,759            1.2 12,624           1.2 135          101.1

3,655             0.3 2,653            0.2 1,002        137.8

5                 0.0 1                0.0 4            928.1

0                 0.0 0                0.0 0            -

0                 0.0 0                0.0 -            -

1,079,191       100.0 1,096,794      100.0 △ 17,603   98.4

160,779         14.9 168,619        15.4 △ 7,840    95.4

153,893           14.3 161,457          14.7 △ 7,564     95.3
4,276             0.4 4,590            0.4 △ 314       93.2
2,523             0.2 2,485            0.2 38           101.5

87                0.0 87               0.0 -            100.0

31,171          2.9 28,760         2.6 2,412       108.4

18,530            1.7 15,452           1.4 3,078        119.9

314               0.0 314              0.0 -            100.0

86                0.0 81               0.0 6            107.0

11,944            1.1 12,614           1.2 △ 670       94.7

81                0.0 65               0.0 16           124.9

216               0.0 235              0.0 △ 19        92.0

625,444         58.0 643,247        58.6 △ 17,803   97.2

1,487,631         137.8 1,479,232        134.9 8,399        100.6

△ 862,187        △ 79.9 △ 835,985       △ 76.2 △ 26,202    103.1

817,394         75.7 840,626        76.6 △ 23,231   97.2

76,365          7.1 69,388         6.3 6,977       110.1

76,365            7.1 69,388           6.3 6,977        110.1

185,432         17.2 186,781        17.0 △ 1,349    99.3

192,920           17.9 192,876          17.6 44           100.0

7,488             0.7 6,095            0.6 1,393        122.9

261,797         24.3 256,169        23.4 5,628       102.2

1,079,191       100.0 1,096,794      100.0 △ 17,603   98.4

令和元年度 平成30年度

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

長 期 リ ー ス 債 務

投 資 そ の 他 の 資 産
無 形 固 定 資 産

科　　　　　　　目

短 期 リ ー ス 債 務

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

資 産 合 計

そ の 他 流 動 資 産

固 定 負 債

企 業 債

預 り 金

流 動 負 債

企 業 債

前 払 金

立 替 金

引 当 金

負 債 ・ 資 本 合 計

欠 損 金

預 り 金

未 払 金

長期前受金収益化累計額

負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

資 本 金

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 合 計

前 受 金

引 当 金
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ア 固定資産について 

当年度における固定資産の増減及び減価償却の状況は、次のとおりである。 

 

 

 

注：数値は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがある。 

数値が０となっている項目は、50万円未満の数値があることを示している。 

 

（ア）有形固定資産の主な増加内容は、当年度供用開始した資産として、機械及び装置に

ついては、No.１バグフィルタ(南大阪湾岸北部流域下水道)５億 2,800万円、No.１発

電機（安威川流域下水道）２億 8,600万円、情報処理装置（淀川左岸流域下水道）２

億 3,400万、構築物については、管渠（寝屋川南部流域下水道）49億 4,000万円、Ｒ

Ｃ造＿土木躯体＿新１号焼却炉（南大阪湾岸北部流域下水道）２億 300 万円等の他、

建設仮勘定 115億 3,200万円である。 

（イ）有形固定資産の主な減少内容は、改築更新事業に伴う除却資産として 44 億 4,200

万円の他、資産の供用開始に伴う本勘定への振替による建設仮勘定の減 123億 6,000

万円である。 

（ウ）投資その他の資産の主な内容は、流域下水道事業減債基金 249 億 3,400 万円であ

る。 

 

イ 流動資産について 

現金預金の増減については (3) キャッシュ・フローの状況を参照されたい。 

  

年 度 当 初
現 在 高

当 年 度
増 加 額

当 年 度
減 少 額

累 計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

248,136 59 6 248,189 - - - - 
175,862 - - 176,073 105,554 3,478 - 109,031 
958,884 7,301 14 966,170 420,686 17,301 7 437,980 
676,285 9,219 4,408 681,096 513,133 15,965 4,070 525,028 

19 - 2 17 17 0 2 16 
451 16 11 455 363 16 11 367 

6,275 - - 6,275 1,367 311 - 1,678 
34,356 11,532 12,360 33,527 - - - - 

2,100,268 28,337 16,802 2,111,803 1,041,120 37,070 4,089 1,074,101 

17 24 - 35 - - - - 
6 55 - 61 - - - - 

22 79 - 96 - - - - 

22,306 6,219 3,591 24,934 - - - - 
41 - - 41 - - - - 

22,347 6,219 3,591 24,974 - - - - 

投資
流域下水道事業
減債基金
その他投資

計

有形固定資産

計

施設利用権

計

車両及び運搬具
工具器具及び備品

建設仮勘定

機械及び装置

リース資産

構築物

無形固定資産
地上権

年 度 末
現 在 高

減　価　償　却　累　計　額
当 年 度 増
加 額

当 年 度 減
少 額

建物

資 産 の 種 類
年 度 当 初
現 在 高

土地
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ウ 固定負債について 

（ア）企業債 1,538億 9,300万円は、当年度末から１年を超えて償還期限が到来するもの

である。 

（イ）長期リース債務 42億 7,600万円は、支払予定日が当年度末から 1年を超えるもの

である。 

（ウ）引当金 25億 2,300万円は、退職給付引当金である。 

 

エ 流動負債について 

（ア）企業債 185億 3,000万円は、当年度末から１年以内に償還期限が到来するものであ

る。 

（イ）短期リース債務３億 1,400 万円は、支払予定日が当年度末から 1 年内のものであ

る。 

（ウ）未払金 119億 4,400万円は、経費や建設工事代金等の未払である。 

（エ）引当金２億 1,600万円は、賞与引当金１億 8,300万円及び法定福利費引当金 3,300

万円である。 

 

オ 繰延収益について 

（ア）長期前受金１兆 4,876億 3,100万円は、国庫補助金、他会計補助金、受贈財産評価

額及び負担金である。 

（イ）長期前受金収益化累計額 8,621億 8,700万円は、長期前受金戻入であり、減価償却

費及び資産減耗費見合い分である。 

 

カ 資本金について 

当年度一般会計からの建設工事等にかかる出資金 69 億 7,700 万円により、資本金は

763億 6,500万円となっている。 

 

キ 剰余金について 

（ア）資本剰余金 1,929億 2,000万円は、国庫補助金 1,339億 1,800万円、負担金 562億

400万円及び受贈財産評価額 27億 9,700万円である。 

（イ）欠損金 74億 8,800万円のうち、当年度純損失 13億 9,300万円である。 
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次に、経営分析のための主な財務分析比率は、次のとおりである。 

 

注： 

・自己資本構成比率は総資本（負債及び資本）に示す自己資本の割合である。 

・流動比率は短期的な債務に対する支払能力を表す指標であり、一般的に 100％を下回るということは１年

以内に現金化のできる資産で、１年以内に支払わなければならない負債を賄えていない状況にあることを

示している。 

・当座比率は、当座資産（現預金、未収入金）との対比で支払能力をみる指標である。 
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（３）キャッシュ・フローの状況 

当年度のキャッシュ・フローの状況は、次表のとおりであり、業務活動によるキャッ

シュ・フローが 36億 7,500万円の収入、投資活動によるキャッシュ・フローが 57億 1,800

万円の支出、財務活動によるキャッシュ・フローが 21億 7,800万円の収入となった結果、

資金増加額は１億 3,500万円、期末資金残高は 127億 5,900万円となっている。 

 

キャッシュ・フロー計算書 

 

 

注：数値は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがある。 

数値が０となっている項目は、50万円未満の数値があることを示している。 

  

令和元年度 平成30年度 増減 比率
金額(A) 金額(B) (A-B) (A/B×100)

百万円 百万円 百万円 % 
業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失 △ 1,393      △ 6,095     4,702        22.9 
減価償却費 37,076        37,683       △ 608       98.4 
資産減耗費 346           267          80           129.9 
固定資産売却損 -             358          △ 358       0.0 
長期前受金戻入 △ 29,979     △ 30,488    509          98.3 
賞与引当金等の増減額 △ 19         235          △ 254       △ 8.0 
退職給付引当金の増減額 38            2,485        △ 2,447     1.5 
受取利息及び配当金 △ 2          -            △ 2         0.0 
利息及び企業債取扱諸費の支払額 1,580         1,933        △ 353       81.7 
未収金の増減額 △ 1,002      668          △ 1,669     △ 150.1 
未払金の増減額 △ 670        △ 2,804     2,134        23.9 
前受金の増減額 16            65           △ 49        24.9 
前払金の増減額 △ 4          △ 1         △ 4         828.1 
預り金の増減額 6             81           △ 75        7.0 
立替金の増減額 △ 0          △ 0         △ 0         473.6 
その他 -             △ 0         0            0.0 
小計 5,993       4,387      1,606      136.6 
受取利息及び配当金 2             0 2            0.0 
利息及び企業債取扱諸費の支払額 △ 1,580      △ 1,933     353          81.7 
消費税等の支払額 △ 740        △ 566       △ 173       130.6 
業務活動によるキャッシュ・フロー 3,675       1,888      1,788      194.7 

投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の売却による収入 -             733          △ 733       0.0 
有形固定資産の取得による支出 △ 15,947     △ 13,369    △ 2,578     119.3 
無形固定資産の取得による支出 △ 79         △ 6         △ 74        1,413.0 
国庫補助金等による収入 12,962        11,013       1,949        117.7 
流域下水道事業減債基金組入による支出 △ 6,219      △ 6,089     △ 130       102.1 
流域下水道事業減債基金繰入による収入 3,591         5,223        △ 1,632     68.8 
国庫返納による支出 △ 5          △ 87        82           5.5 
建設負担金返還による支出 △ 22         △ 84        62           26.0 
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 5,718     △ 2,665   △ 3,054   214.6 

財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 10,966        14,009       △ 3,043     78.3 
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 15,452     △ 20,723    5,271        74.6 
一般会計からの出資による収入 6,977         5,645        1,333        123.6 
リース債務の返済による支出 △ 314        △ 314       -            100.0 
財務活動によるキャッシュ・フロー 2,178       △ 1,383   3,561      △ 157.5 

資金増加額 135         △ 2,160   2,295      △ 6.2 
資金期首残高 12,624      14,784     △ 2,160   85.4 
資金期末残高 12,759      12,624     135        101.1 

科　　　　　　　　目
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ア 業務活動によるキャッシュ・フロー 

業務活動によるキャッシュ・フローは、通常の業務活動の実施に係る資金の状態を表し

ている。当年度純損失 13億 9,300万円に対して、減価償却費 370億 7,600万円、長期前

受金戻入 299億 7,900万円等により、36億 7,500万円の収入となっている。 

 

イ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フローは、将来に向けた運営基盤の確立のために行われる

投資活動に係る資金の状態を表す。当年度は、有形固定資産の取得による支出 159億 4,700

万円、国庫補助金等による収入 129億 6,200万円、流域下水道事業減債基金組入による支

出 62億 1,900万円、流域下水道事業減債基金繰入による収入 35億 9,100万円等により、

57億 1,800万円の支出となっている。 

 

ウ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フローは、業務活動及び投資活動を行うための財務活動に

係る資金の状況を表している。当年度は、建設改良費等の財源に充てるための企業債によ

る収入 109 億 6,600 万円、建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

154億 5,200万円、一般会計からの出資による収入 69億 7,700万円等により 21億 7,800

万円の収入となっている。 
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（４）経常の損失の発生について 

当年度は経常損失が 13億 9,300万円発生している。この主原因は、減価償却費等（企

業債利息等を含む）にあたる収益が不足しているためである。 

一般会計からは、元利償還金や減債基金積立金のほか、維持管理費等の一部に他会計

補助金（収益的収入）と他会計出資金（資本的収入）を繰入れている。 

一般会計からの繰入により、資金の不足には対応しているものの、損益計算上（収益

的収益）は収益不足となっている。 

令和元年度における公費負担額（一般会計からの繰入額）は次のとおりである。 

区 分  

年 度 

収益的収入 資本的収入 

合 計 一般会計からの

繰入額 
繰入率 

一般会計からの

繰入額 
繰入率 

 

令和元年度 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 

8,874 14.0 6,977 20.0 15,851 

平成 30年度 9,353 14.9 5,645 15.3 14,997 

注：繰入率は収益的収入または資本的収入に対する繰入金の比率を表す。 

 

上記の経常損失は、減価償却費等に対応した収益の不足によるため、私費（受益者負担）

相当分に対して、関連市町村との議論・意見集約を進めた結果、令和７年度より段階的に

受益者負担を導入し、令和 11年度以降は総務省の示す考え方（公費：私費（受益者負担）

７：３） に基づいた適正な受益者負担ルールに移行することを令和元年度末に決定した。 

 

（参考）損益計算書より（百万円） 

科  目 令和元年度 平成 30年度 

営業収益 21,837 20,435 

営業外収益 39,574 40,544 

営業費用 61,077 61,668 

営業外費用 1,728 2,176 

経常損失 1,393 2,865 

 

以上 


